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1．はじめに
近年、更生保護に対する社会的関心が高まっている。治安が悪化している、あるいは犯罪・非
行が凶悪化している、といった言説は決して目新しいものではない。今日の更生保護に対する社
会的関心の高まりは、1990 年代末頃からの世論の高まりの延長線上にある。犯罪白書の副題を
見ると、様々な犯罪類型に焦点を当てた対策を行おうとしていることが分かるが、平成 18（2006）
年版犯罪白書では「刑事政策の新たな潮流」と銘打ち、一節を割いて更生保護制度改革について
言及している。その後、平成 19（2007）年から平成 26（2014）年までの 8年間の内 5年間で、
副題の中に「再犯」や「社会復帰」といった語を掲げ、更生保護をテーマにしていることが分か
る。残る 3年の内でも 2年間を「犯罪者処遇」をテーマにしていることを合わせると、更生保護
が極めて重要な課題として刑事政策上に位置付けられていることは明らかである。なお、本学公
共政策学部には社会福祉士養成課程が存在するが、2007（平成 19）年に実施された社会福祉士
及び介護福祉士法の改正により、社会福祉士課程における教育科目の一つとして「更生保護」が
加えられたことも、こういった社会背景を受けてのことである。
更生保護制度自体の歴史は比較的長いのに対し、我が国における更生保護に対する研究はまだ
十分に整っているとは言い難い。そのことを分かり易く示している事実を述べると、一部の研究
者や実践家の中で必要性が主張されていたにも拘らず、日本更生保護学会が設立されたのは
2012（平成 24）年のことである。そうした事情も相まって、更生保護制度が何を目指すもので
あるかを丹念に記述するような研究は管見の限り存在しない。とりわけ、更生保護に対する社会
的関心が高まっている今日的な意義についてまで述べつつ、制度を概観するような研究は例を見
ない。そこで本稿では、我が国における更生保護制度の展開過程を検討し、更生保護制度の目的
をいかに理解すべきであるかという考察を行う。その際、2007（平成 19）年に制定された更生
保護法制定前後の動向を観察し、現代社会における更生保護の位置付けや、意義、問題等につい
て明らかにしたい。
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2．戦前の更生保護制度
制度としての更生保護の歴史を振り返るのに先立って、更生保護が何を意味しているのかを初
めに確認しておきたい。更生保護法では、第 1条において同法の目的を、「犯罪をした者及び非
行のある少年に対し、社会内において適切な処遇を行うことにより、再び犯罪をすることを防ぎ、
又はその非行をなくし、これらの者が善良な社会の一員として自立し、改善更生することを助け
るとともに、恩赦の適正な運用を図るほか、犯罪予防の活動の促進等を行い、もって、社会を保
護し、個人及び公共の福祉を増進すること」として定めている。これを整理すると、「犯罪をし
た者及び非行のある少年」を対象とし、「社会内処遇」という手段を通じて、「再犯・再非行の予
防」と、「自立」・「改善更生」を達成するための取り組みが更生保護であるとして整理される。
対象が「犯罪をした者及び非行のある少年」であることから、「自立」・「改善更生」という本人
の変化を目的としながら、「再犯・再非行の予防」という社会防衛も目的とされている。
より詳述すると、我が国の更生保護制度の中で中核を占めるのが、国の責任の下で対象者に対
し「指導監督」（直接接触を図る・遵守事項を課す等）や「補導援護」（生活指導を行う・就職を
斡旋する等）を行う「保護観察」である。保護観察は特に刑務所や少年院といった矯正施設を仮
釈放あるいは仮退院した対象者を社会内で処遇するものであり、更生保護とは社会内処遇を指す
として説明されることも多く、更生保護と保護観察と社会内処遇を同一視して用いられることも
少なからずある。更生保護制度には他にも、円滑な保護観察を実施するため事前に行われる「生
活環境の調整」や、実際に食事や住居の提供等を行う「更生緊急保護」や「応急の救護」、確定
した刑事裁判の内容を変更し、その効力を変更または消滅させる「恩赦」がある。これらの更生
保護制度を整理すると、監督と支援を通じて段階的な社会復帰を目指す保護観察を中心に、恩赦
や仮釈放等の社会内復帰を果たす経路を設け、生活環境の調整や更生緊急保護等の具体的な支援・
調整によって社会内処遇の実効性を高めているものと理解できる。
さて、我が国の歴史を辿ると、日本書紀の中に持統天皇が罪人を赦免したという記述があり、
更生保護の起源が 7世紀にはあったことが確認できる［高木，2013：208］。具体的な制度として
歴史上確認されるのは江戸時代後期の 18 世紀末に創設された石川島人足寄場である。ここには
浮浪無宿の者や釈放後に行き場の無い者が収容されており、前者は治安の観点から社会防衛的な
隔離政策の実践と理解できる一方で、後者は現在の更生保護施設の様に居住支援が行われたもの
として理解できる。また、ここでは世間道徳を説く「心学」を通じて改善更生を図ろうとしてい
た点でも現在の更生保護の源流を確認でき、さらに就労機会の確保や技能の授産が行われていた
ことから一種の社会福祉的な性格も確認できるとされている［加藤博史，2013：7］。
大政奉還以降、日本は近代国家への歩みを進めることとなる。近代社会における犯罪統制は、
応報感情に依拠した同害報復という分かり易い論理から、人道主義や科学主義の発展という影響
を受けて犯罪・非行を犯した者の改善・矯正・社会復帰へと方向転換し、したがって更生保護制
度もそうした近代刑事司法システムの一端として発展を遂げていくと評価されている［高木，
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2013：207-208］。明治初期の更生保護は、特に人道主義的な展開を見せた。石川島人足寄場では
道徳的な観点から人々の教化が目指されていたが、この流れを受けて、かつ欧米に倣う形で、矯
正施設における宗教教誨活動が実践される様になった。公式な宗教教誨活動が始められたのは仏
教徒によるものであるが、この背景には明治維新以来の神道、仏教、キリスト教それぞれをめぐ
る、言わば勢力獲得的な運動の影響もあったことが指摘されている［加藤博史，2013：8-10］。
初期の更生保護制度の多くは、「宗教家による…人間愛や宗教的慈愛心に依拠する、慈善事業、
福祉事業に近いものであった」とされている［高木，2013：209］。社会福祉政策一般に目を向け
ると、初めての救貧法制として 1874（明治 7）年に恤救規則が成立してから、1929（昭和 4）年
に救護法が成立するまで公的な動きはなく、やはり多くの民間慈善事業家の手に委ねられていた
［田中，2012：255］。この背景に、一部は戦後にもその思想が引き継がれることとなるが、国家
責任により救済を受けることのできる権利を国民に認めることは「惰民養成」や「濫救の弊害」
に繋がりかねないという危惧があった［金子，2005：259］。さらに深く掘り下げると、この考え
方の根底には封建時代の儒教道徳があり、私的扶養優先という日本における社会福祉の重要な特
徴として指摘されている［杉野，2011：63］。この様に日本の社会福祉は民間慈善事業家の活躍
によって支えられてきたことが分かるが、個人の熱意による慈善事業であることを超えて制度や
技術として確立させていく流れを生み出したキーパーソンとして留岡幸助の存在が挙げられるが
［杉野，2011：60-62］、留岡は更生保護制度の展開を支えたキーパーソンとしても同時に挙げら
れる存在である。すなわち、更生保護が社会福祉的な関わりを基礎としながら、他の社会福祉領
域とは異なって制度化を達成したのは、留岡の尽力があってのことだと言えるだろう。
更生保護は戦前「司法保護」と呼ばれていたが、その分野は通例的に、「釈放者保護」、「少年
保護」、「思想犯に対する保護観察」の三つに分けられるとされている［更生保護三十年史編集委
員会，1982：11-12］。釈放者保護とは成人に対する矯正施設出所後の支援を指し、金原明善によ
る免囚保護事業がその代表例として挙げられる。現在の更生保護制度において中核を占める成人
に対する保護観察については複数のいわれがあるとされており、民間の保護組織を源流の一つと
する一方で、思想犯に対する保護観察が公的制度の源流として位置付けられる［岩井，1999：
67・加藤倫子，2013：221-222］。ただし、戦前における仮釈放は極めて例外的な恩恵的対応とし
てしか行われておらず、更生保護制度の中核を占めたのは少年保護であった［岩井，1999：69］。
表 -1　明治時代～終戦までの更生保護制度における主な出来事
1883（明治 16）年
1885（明治 18）年
1888（明治 21）年
1897（明治 30）年
1899（明治 32）年
1900（明治 33）年
1912（大正 1）年
1922（大正 11）年
1939（昭和 14）年
感化院（池上雪枝）
東京感化院（高瀬真卿）
出獄人保護会社（刑務所出所者のための保護施設・金原明善）
東京出獄人保護所（原胤昭）
家庭学校（留岡幸助）
感化法制定
明治天皇崩御の恩赦に伴う免囚保護事業の積極的推進
少年法制定
司法保護事業法（司法保護委員の制度化）
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少年保護とは字義通りに少年非行に対する支援を指すが、先述の留岡や、池上雪枝、高瀬真卿
らの尽力によってなされた「感化救済事業」が代表例として挙げられる。「感化」とは、考え方
や行動等に影響を与えることで自然と当人の考え方や行動等を変化させることを意味する。つま
り、非行少年に対して大人がロールモデルとなって遵法的な行動様式を身に付けさせることを目
的としていた。その際、人格的な関わりが第一義的に行われてきた一方で、職業教育や個人面談
といった具体的な援助技法が展開されていたこと、それらが現代の児童福祉においても受け継が
れていることは注目に値するものである［杉野，2011：61］。また、生計を支えるべき家族、受
けるべき教育といった多くのものに恵まれていない状況を鑑みて、自らの実践により資源の提供
に努めたことも特徴として挙げられる［山口，2005：61-62］。感化救済事業は非行少年自身の変
容を促すことを主たる目的としているが、上記の点から分かる様に、民間慈善事業家が社会資源
を提供する動きが公的制度の確立を促したと言える。
一方で、更生保護は犯罪・非行を端緒として行われる取り組みであるから、その制度化を押し
進めたもう一つの側面として刑事政策的展開を考える必要がある。いわゆる欧米諸国との不平等
条約に対して起きたその改正要求を果たすためには西洋法の継受が必要とされ、1880（明治 13）
年に旧刑法が、1907（明治 40）年に現行刑法が制定された［大谷，2000：30-31］。旧刑法は社会
的害悪である犯罪の除去を目的として功利主義的な刑罰理論を採りつつ応報によって正義の回復
を図ろうとしていたが、当時問題となっていた犯罪増加を予防すべきであり、かつそれに対応し
ていないという批判の下に、現行刑法への制定に至った［大谷，2000：30-31］。その際、罰せら
れるべきは犯罪行為ではなくその行為者であるとする主観主義が採り入れられ、当時としては珍
しい、「刑罰は犯人を矯正して将来犯罪を行わないようにする」ためのものであるという特別予
防の考えも採用された［大谷，2000：23・31］。すなわち、犯罪者あるいは非行少年という、「人」
に問題があり、その改善・更生が果たされるべきと考えられていたものと理解して良いだろう。
また、近代刑法は、行為者にその責任を帰するべきという考え方をする一方で、人格主体として
未成熟と見做される発達段階においては責任能力を有しない、したがって自らの行為に対する責
任を問われない、という立場を採っている。それ故、少年と比べて成人にはより厳格な対応が取
られることとなり、更生保護における成人への対応は「釈放後」が中心となったものと考えられ
る。
刑罰についてであるが、明治時代においても、古代から近世に至るまでの律令制度に基づく身
体刑としての笞・伺、自由刑としての徒・流、生命刑としての死の五刑（三種類）が踏襲された
が、近代的政策の導入に伴って残虐な身体刑は廃止されたため、拘禁を軸とする自由刑が刑罰の
中心となった［徳岡，2009：38-39］。このことからの帰結として、拘禁施設の整備が当時の急務
となったのである。加えて、刑罰は構成要件該当行為に対する責任が認定される場合にのみ科さ
れるのであって、「刑事政策は、刑事処分のみによって全うすることはできない」と理解される［徳
岡，2009：17］。「社会防衛」のためには「隔離・治療・教育などの措置が必要となる」のであり、
刑事処分以外のもので刑罰を補完するための「保安処分」は刑事責任能力が認められない少年へ
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の対応における重要な課題として位置付けられていたこともあり［徳岡，2009：17］、施設収容
施策はその意味でもやはり重要視されていた。
明治維新後の日本が近代化を図り欧米諸国と対等な立場となることを目指していたのは周知の
事実であり、既述の通りでもあるが、監獄は「日本の後進性の象徴」であったため、その改良は
「大きな注目を集めたトピックであった」とされている［鈴木，2009：62］。監獄法が成立したの
は 1908（明治 41）年、現行刑法が制定された翌年のことであるが、「ドイツにならった監獄学が
施設の管理運営から受刑者等への改善処遇へと進展していった」と評されるものであった［吉岡，
1996：291］。それでも制定に至るまでの 40 年近くの間には多くの問題が発生していた。監獄法
の前身である監獄則及び旧刑法では、12 歳未満を刑事責任無能力者、12 歳以上 16 歳未満を相対
的責任無能力者として、これらの少年に対しては懲治場で成人とは区別して処遇されていたが、
懲治場からの出場を認められた後も帰住先が無いために別房留置という形式で引き続き留まらざ
るを得ない者を多く抱え、過剰収容が問題となった［徳岡，2009：45-46］。そればかりか、後か
ら懲治場に収容される少年と別房留置として長期間留まっている者との接触、並びに相対的責任
無能力の故に僅かの間監獄に留まる少年同士の接触は、「悪風感染」をもたらし犯罪性を助長す
るものであるとして批判され、民間に対して社会内での受け皿が期待されたのを反映した結果が
成人に対する免囚保護事業であり、少年に対する感化救済事業であった［徳岡，2009：46-52］。
感化救済事業は少年に対する人格的な関わりと具体的な方法論に基づく支援とに特徴付けられ
るが、この根底には、少年は未発達であるが故に社会において保護すべき存在である、という認
識がある。このことは刑事政策において、アメリカの少年裁判所で採られていた、裁判官が子ど
もとその親に対して、親代わりの役割を果たして裁量権を持つことが認められるという国親思想
（パレンス・パトリエ；parens patriae）というパターナリズム（家父長主義）的な司法権の積極
的介入を目指す動きとして展開された。この動きは一方で、例えば現行刑法の制定とも相まって、
近代国家における厳格な刑事司法の運用を目指す動きと対立することとなった。アメリカにおい
てこの両者は二者択一的な関係として理解されていたのだが、我が国においては、「旧刑法下の『懲
罰主義』的刑事実務」と、「その対極に反動として現れた感化教育主義的少年処遇」を「架橋す
ること」を目指す形で展開されていった［森田，1999：205］。この折衷的な動きの結果、1922（大
正 11）年に旧少年法が制定、翌年施行された。鈴木はこの出来事を、浦辺史による言及を援用
しながら、「社会政策的立場」と「刑事政策的立場」の「二元主義」が、戦後まで続いていくこ
ととなった「起点」であると評価しつつ、少年法の成立は感化救済事業の公的追認として成立し
た感化法の「失敗」を意味するものであるから、さらなる改善を図るべく少年教護法の制定とい
う流れを押し進めたことも合わせて指摘している［鈴木，2009：64-66］。
本章のまとめとして戦前の更生保護制度の特徴について述べると、以下の四点に集約されると
考えられる。一つ目に、民間慈善事業家の人格的な取り組みに先導される形で実践されていたも
のが公的機関による追認を受ける形で行われていたことが挙げられる。二つ目は、特に対象を少
年に焦点化する形で展開されていたことである。三つ目に、社会福祉並びに社会政策的な視点か
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ら制度の拡充が図られてはいたが、更生保護は基本的には本人の変容を促すためのものであった
と指摘できる。最後の四つ目は、近代社会化に伴って対象を人格主体と見做す（このことも対象
「者」の変容という視点を促進したと考えられる）が、それ故保護的な関わりと厳格な関わりと
の対立構図が誕生したことである。
3．戦後の更生保護制度と更生保護法
第二次世界大戦による敗戦を契機に、日本の社会制度はあらゆる面において変更を余儀なく迫
られることとなった。例えば社会福祉領域においては、GHQが求める公的責任を確立しながら、
公私分離の原則を満たしつつ、公の主体性を発揮しながら民間社会事業をうまく活用するための、
日本の戦後社会福祉における大きな特徴である「措置制度」が確立した［所，2011：139］。そし
て、早期の復興・復旧、戦後の混乱からの脱却を図るべく福祉三法が制定されたのであるが、貧
困対策による生活の安定を図る生活保護法（1946（昭和 21）年）、傷痍者への対策を図る身体障
害者福祉法（1949（昭和 24）年）と並び、重要となるのが児童福祉法（1947（昭和 22）年）で
ある。戦災孤児への対応は深刻な社会問題であり、窃盗をしなければ生活をしていけない孤児も
多かった［所，2011：139・鈴木，2009：68］。これらの戦災孤児への対策が不十分であるとの批
判を基に、児童を保護するための手段として少年教護法の拡大が主張されたものの、児童福祉法
は「不良児―特殊児童対策に傾斜」するのではなく、広く児童一般の福祉増進を図るべき *1 との
考え方から、少年教護法は廃止されると共に少年教護院は教護院へと名称が変更され、児童福祉
法上に位置付けられる「不良行為をなし、又はなす虞のある児童を入院させてこれを教護する」
ことを目的とする施設となった［鈴木，2009：68-71］。戦前の感化救済事業を引き継いで展開さ
れる教護院における処遇は、やがて充足率の低下という現実に直面し、児童虐待や発達障害、あ
るいは地域社会やそこでの人間関係の変容の影響による子育て環境の変化といった現代的問題に
対応するべく、2000（平成 12）年の児童福祉法改正によって児童自立支援施設と改称された。
ここまでの約 50 年間のあり方について鈴木は、「精神分析」や「臨床心理」を土台とした「治療
教育」の実践がなされ、職員は模範となる精神性を表す「標語」を標榜して処遇にあたり、かつ
先達の残したものを無批判に継承してきたと分析している［鈴木，2009：71-96］。つまり、戦後
もやはり「人格的な関わり」を基盤にした「本人の変容」を目指す実践が行われていたのである。
教護院の時代から現代の児童自立支援施設となってからも、入所児童は平均すると年間 300 名程
度となっている［中島・佐野，2003：114］。家庭裁判所における一般保護事件の処理人員はピー
ク時に 20 万人を超えていたが、犯罪白書（本節のデータは平成 26 年版犯罪白書に基づくもので
*1　ところが、児童福祉法は規定・理念としては全ての児童を対象とすることをうたっている一方で、
実際には近隣の大人が子育ての助言や手助けをし、また異年齢集団を形成して遊ぶことにより擬似的に
きょうだい機能が果たされるなど、子育ては家庭だけで担われるものではなかったことから、要保護児童、
あるいは子育て機能が不十分な家庭を支援するといった補完的な役割を担うこととなった［松本しのぶ，
2013：1-2］。
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ある）によると 2014（平成 26）年には 97,355 人にまで減少しており、また児童自立支援施設送
致となったのは 236 人であった。このことから分かる通りに、定員に対する充足率という論点と
は別に、そもそも教護院・児童自立支援施設に送致される絶対数自体が極めて少ないのである *2。
さて、非行少年の処遇において家庭裁判所でその処遇方針を定めることを自明の事実として論
を進めているが、ここで改めて目を向ける必要があると考える。何故なら、戦前の少年法をめぐ
る二元主義的対立を戦後新たな形で引き継いだ「妥協の産物」が家庭裁判所だからである。敗戦
後は GHQの指導や介入の下に様々な政策実行や法整備がなされていたことは先に触れた通りで
あるが、これは刑事政策においても同様である。司法機関ならぬ行政機関が自由を拘束すること
は新憲法において明確に定められるデュー・プロセス（due　process；適正手続）条項に反する
ので違憲であるとの考え方から、少年審判所を新たに発展させようとする少年裁判所の独立論と
その法的位置付けにおいて大いに議論があったが、それに触発された、本質的に全く別次元の問
題であるはず家事審判所独立運動をも巻き込み、結果的には一挙の解決を図るべく家庭裁判所の
設立に至ったのである［森田，1999：243-257］。その存在意義においては全く別の論理が働いて
然るべきではあるが、地方裁判所との関係においては質的に同様の関係であるのだから、いずれ
か片方だけが独立機関化を認められるというのはおかしい、という発想である［森田，1999：
257］。家庭裁判所の設立という結果に対しては「少年事件が家庭問題と密接な関係にあり、少年
事件と家事事件とを同一の裁判所で処理することが合目的的であるとされた」ためだと解釈され
るものの［澤登，2003：31］、二元主義的「確執」が「刑事的」手続に立脚した対象の選別の下
に「保護の一面的優位」によって処遇が組み立てられるという「新たな形で構造化」されたので
ある［森田，1999：260］。かくして刑事司法に基づく規定を取り込む形で新たな少年法が 1948
年に制定されることとなった。
*2　施設内処遇である点で更生保護制度に含まれることはほとんど無いが、成人に対する刑事処分とは
異なる保護処分として施設内処遇が行われる少年院処遇についても若干言及しておきたい。データの確
認であるが、戦後間もなくは入院者が 1万人を超すことがあったが 1974（昭和 49）年には 2千人を切る
までに落ち込み、その後は若干変動しながら 2014（平成 26）年には 3,193 人であった。家庭裁判所での
処理人員における割合はそれでも 3％程度と極めて低いものである。少年院での処遇は長らく 1948（昭
和 23）年に制定された少年院法に基づいて運用されていたが、1970 年代にその体制が整備され、個々の
年齢や発達状況に応じた個別的な処遇方針が採られている［広田・伊藤，2012：44・大河内，2006：
160・吉岡，1990：237］。
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表 -2　戦後の更生保護制度における主な出来事
1948（昭和 23）年
1949（昭和 24）年
1950（昭和 25）年
1954（昭和 29）年
1995（平成 7）年
1999（平成 11）年
2000（平成 12）年
2003（平成 15）年
2004（平成 16）年
2007（平成 19）年
少年法制定（少年審判所→家庭裁判所）
犯罪者予防更生法制定（保護観察制度）
更生緊急保護法制定
保護司法制定
執行猶予者保護観察法制定
更生保護事業法制定
保護司法改正
少年法改定
心神喪失者等医療観察法制定
犯罪被害者等基本法制定
少年法改定
更生保護法制定
ここから 2000（平成 12）年に至るまでの約 50 年間、少年法は実質的な改定が行われてこなかっ
た。この改定が実現した結果について 1990 年代以降、特に 1997（平成 9）年に発生した神戸児
童連続殺傷事件による影響が大きいことはよく言われているが、世間の耳目を集める少年事件に
よる少年法改定への主張はそれ以前にもあったことは既に確認されているし、また「保護」と「厳
罰」をめぐる水面下での争いは 1950 年代以降から存在していた［朝田，2014：233-234・澤登，
2003：235-240・徳岡，2009：104-126］。この改定に対して徳岡は、1970（昭和 45）年と 1998（平
成 10）年の法務省による法制審議会への諮問と、改定が実現した際の国会議員による諮問を経
ない法案提出という「三潮流が合流」したものと分析している［徳岡，2009：104-105］。確かに、
何度となく繰り返される改定を目指す議論が蓄積されてきたことは事実であるし、法制審議会で
の諮問を回避したこともポイントとなり得るが、専ら事実経過の記述に留まっているという点か
らすると、どうしてこのタイミングであるのかについての分析はやや不十分なものであると言え
る。そこで、この点について考察を行うこととする。徳岡は新聞記事の量と質の変化を基に記述
を行っているが、それを見ると 1990 年代後半から目立つのは「犯罪被害者」への対策を求める
世論の高まりである［徳岡，2009：121-123］。これについて朝田は「メディア報道に支えられた
クレイム申し立て」と表現している［朝田，2014：234］。世論の変化を描くだけであればこれで
も十分であるかもしれないが、制度化に至るまでの動きを述べるにはなお不十分である。河合は
厳罰化傾向があるかの様な印象を抱かせるのは新聞記事の見出しのあり方にあり、厳罰化を求め
るのは「読者の声か、被害者のインタビュー」であり、「学者のコメント」や「社説」でもむし
ろ懸念を示しており、かつ記事の内容を読んでみると、被害者も心理状態を述べるのみであって
「制度の厳罰化を主張してはいない」ことを指摘している［河合，2004：102-104］。ここで言う「制
度化」とは国会における「法改定」への賛成動議を意味するから、当然にそれへの国会議員の役
割は大きくなる。過去に廃案となったのは会期に間に合わなかったためであるが、改定がなされ
た 2000（平成 12）年の臨時国会は衆議院の解散総選挙を経て開かれたものである。徳岡は「推測」
という控え目な表現に留めているが［徳岡，2009：122-123］、むしろ総選挙へのアピールこそが
大きく影響しているではないだろうか。2000（平成 12）年の少年法改定では原則逆送、すなわ
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ち「故意の犯罪行為により被害者を死亡させた罪の事件であって、その罪を犯すとき十六歳以上
の少年に係るもの」について、「管轄地方裁判所に対応する検察庁の検察官に送致しなければな
らない」と第 20 条 2 項に規定されたが、「（施行）直後の検察官送致割合は増加したものの」、起
訴人員のデータを見る限り改定の影響は見られないことが指摘されている［藤井，2010：
27-30］。2015（平成 27）年 2月とごく最近発生した川崎市多摩川河川敷殺人事件を受けて、メディ
ア上では少年法改定による厳罰化の主張が散見されるが、この規定を厳格に適用する様にという
趣旨の主張・批判は見られない。ここからも、「法改定」という極めて分かり易い形によって「厳
罰化」が「制度化」されることを（一部の）世論は求めており、それ故厳罰化志向を採り入れる
公的機関の動きもやはり「法改定」に結実されるのであろう。
法改定、法制度化をめぐる動向は少年事件においてだけ見られるのではない。更生保護法が
2007（平成 19）年に制定されたことは、戦後の更生保護制度において非常に意味のある大きな
出来事であると考える。更生保護法は犯罪者予防更生法と、執行猶予者保護観察法との整理・統
合を目的として制定されたものである。前者は犯罪者の再犯予防・更生を目的とする他、恩赦の
適正な運用や仮釈放等について規定されており、後者は執行猶予者に対する保護観察についての
み規定されたものである。両者は共に保護観察について規定されているため、単なる整理・統合
が行われただけであるならば、更生保護法は更生保護制度のより円滑な実施に資するものとなる
はずであるが、その文言の中に看過できない箇所が存在している。再犯・再非行予防が明記され
る様になったのである。条文を詳細に確認してみると、以下の通りに定められている。犯罪者予
防更生法の第 1条は「この法律は、犯罪をした者の改善及び更生を助け、恩赦の適正な運用を図
り、仮釈放、仮出場及び仮退院その他の関係事項の管理について公正妥当な制度を定め、犯罪予
防の活動を助長し、もつて、社会を保護し、個人及び公共の福祉を増進することを、目的とする。」
と規定されていた。これに対し、更生保護法の第 1条を比較してみると、「この法律は、犯罪を
した者及び非行のある少年に対し、社会内において適切な処遇を行うことにより、再び犯罪をす
ることを防ぎ、又はその非行をなくし、これらの者が善良な社会の一員として自立し、改善更生
することを助けるとともに、恩赦の適正な運用を図るほか、犯罪予防の活動の促進等を行い、もっ
て、社会を保護し、個人及び公共の福祉を増進することを目的とする。」と規定されており、「再
び犯罪をすることを防ぎ、又はその非行をなくし」という記述が加わっていることが分かる。こ
の変化について松本勝は「社会防衛的な色彩が強くなった」のではないかと述べている［松本勝，
2012：1-2］。この変化をどう理解するべきか、戦後の保護観察を概観すると共に、成立背景から探っ
てみたい。
現行の保護観察制度の源流については既に簡単に触れているが、ここで再び確認しておくこと
とする。成人を対象とするものについては思想犯への観察という公的制度および民間慈善事業に
よる保護とを起源とし、少年に対しては旧少年法の中で具体的に制度化がなされていた［加藤倫
子，2013：221］。それが戦後の見直しによって成人と少年の両方を対象として規定する 1949（昭
和 24）年の犯罪者予防更生法制定に至るが、戦前の思想犯に対する監督及び社会からの隔離へ
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の反省と相まって、戦後の犯罪急増の原因が少年によるものであったことから、先行する少年法
制定の動きの中で非行少年の受け皿としての「保護」的側面に重点を置く保護観察制度の完成が
図られたとされている［加藤倫子，2013：226-229］。成人と少年の対象者数の動向を見ると、交
通事件を取り扱う交通短期保護観察制度が 1977（昭和 52）年に導入されたことで大きく差が開
いたが、それを除いてもなお少年の総数が成人を上回っているものの、概ね一定数で推移してい
ることが分かる［鮎川，1999：40-41］。保護観察を中核とする更生保護の運用について鮎川は、
日本は「社会が産業化するとともに犯罪が増加する」という事態に対しての「希有な例外」であっ
て、その背景に「更生保護が犯罪者の社会復帰に大きく寄与しているため」と評価している［鮎
川，1999：54-56］。
しかし、2000（平成 12）年頃から更生保護制度を改革する動きが始まる。国民に開かれた司
法を目指す司法制度改革の一環で刑事司法制度の改革も盛り込まれたこと、また犯罪認知件数の
増加と体感治安の悪化を論拠に「犯罪に強い社会の実現のための行動計画」が定められたことを
受け、更生保護制度のあり方が検討される様になった［更生保護 60 年史編集委員会，2010：
22-23］。この実現のために法務大臣の下に「更生保護のあり方を考える有識者会議」が立ち上げ
られたが、直接的かつ具体的な引き金となったのは 2004（平成 16）年から 2005（平成 17）年に
かけて起きた（元）保護観察対象者による重大再犯事件である［更生保護 60 年史編集委員会，
2010：24-25］。有識者による 17 回の会議開催と中間報告並びに最終報告書を受けて更生保護法
の成立に至るが、最終報告書では「①更生保護制度の運用についての国民や地域社会の理解が不
十分であること」、「②保護観察実施体制が民間に依存した脆弱なものであること」、「③保護観察
が指導監督・補導援護の両面で十分に機能していないこと」が問題点として指摘された［更生保
護 60 年史編集委員会，2010：25-26］。それを受けて、「①国民の更生保護に対する理解を拡大す
ること」、「②官の役割を明確化し、更生保護官署の人的・物的体制を整備することにより、民間
依存からの脱却、実効性の高い官民協働を築くこと」、「③保護観察の有効性を高め、更生保護制
度の目的を明確化し、保護観察官の意識を改革すること等により、強靭な保護観察を実現するこ
と」を改革の方向性として提示し、具体的な提言として「①改善更生・再犯防止機能を強化した
強靭な保護観察の実現」、「②執行猶予者保護観察制度の運用改善」、「③仮釈放のあり方の見直し」、
「④保護観察の担い手のあり方の再構築」、「⑤国民・地域社会の理解の拡大」が提言された［更
生保護 60 年史編集委員会，2010：25-26］。
最終報告書の作成に至るまでの議論経過について全 17 回に渡る会議の議事録を確認し、分析
した結果、以下の特徴が確認された。まず、再犯・再非行予防の明記についてであるが、これに
関して社会防衛的な要素が強くなったという解釈は当たらず、飽くまで刑事司法制度の一部であ
ること、公的責任の下に更生保護制度が実践されるべきことに自覚的でなければならないという
文脈から、これまで触れられてこなかった内容が改めて明記される様になったに過ぎないことが
分かる［更生保護のあり方を考える有識者会議，2006i：3-4］。また、このこととも関わるが、飽
くまで公的制度であることから、国民意識が反映されたものであるというよりも、公／私、ある
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いは官／民の関係性を意識した上で、公ないし官が私ないし民に対してどうあるべきかという理
念的観点に基づいて位置付けが探られたことである。それ故、治安対策として必ずしも世論を反
映させようとしただけではなく、「タックスペイヤー」としての国民の立場に再考を迫る様な言
及もされている［更生保護のあり方を考える有識者会議，2006i：8］。そして、更生保護制度は
対象者自身の改善・更生という「人」の変容を求めるものであるが、最終的には社会復帰が果た
されなければならないという中で、刑事司法上における「被害者」の地位の高まりが更生保護に
も波及し、被害者感情への配慮が逆に、加害者への包摂的な処遇が行われるべき更生保護制度に
自らの姿勢を律することを求めたのである。
前章において、戦前の更生保護制度の特徴を四点に整理した。本章では更生保護法制定に至る
までの戦後の更生保護制度について検討を加えてきたが、戦前との比較に基づき特徴を整理して
いきたい。一つ目に、戦後は公的責任が強調され、すなわち戦前の様に民間の取り組みがあまり
見られなかったが、今日では質的に対等な立場での役割分担が目指されつつあると言える。二つ
目は、少年による事件を契機として世論が喚起された事実はあるが、必ずしも対象を少年に焦点
化されている訳ではないことが指摘される。三つ目に、本人の変容を促すことを目的とする点で
の違いはないものの、社会復帰の重要性や地域社会の理解が求められる様になってきたと言える。
最後の四つ目に、保護的な関わりと厳格な関わりとは対立関係というよりもむしろ均衡を保つこ
とが目指されていると言えるが、被害者感情への配慮という文脈から、厳格さが求められる様に
なったことが分かる。
4．おわりに
本稿では、現在に至るまでの更生保護制度を概観し、更生保護が何を目指して行われてきたの
かについて検討してきた。その作業を通じて、更生保護制度は「人格的」な内面変容による改善・
更生を基盤としてきたこと、近代化や制度の成熟化に伴って保護的対応と厳格的対応との対立が
生まれたことが確認された。戦後もその流れは引き継がれ、凶悪事件との関わりで度々対立が激
しくなってきたが、厳格的対応については、刑事司法上で被害者の地位が高まったことの影響を
より強く受けていることが確認された。そして、更生保護法の制定は、単なる社会防衛的に厳罰
化志向を受け入れたのではなく、「公的制度」であるという「立場」に縛られながら民意を「反映」
するというよりもむしろ「解釈」して、「法制化」という分かり易い結果によってそれに応えて
きたことが確認された。
先行研究において我が国の更生保護制度、とりわけ更生保護法の制定前後までを対象に含む社
会学的分析を行ったものは無く、故に本稿のオリジナリティはそこにあると言える。本稿ではマ
クロな分析を行っているが、こうした検討が社会の諸相においていかに反映されているか、分か
り易く言うならば、例えば保護司の実践や裁判・審判における決定等にいかに反映されているか、
といったことの検討を今後の課題としたい。
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